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第１７章 第二次世界大戦以降の国家間関係
国家間の関係を注意深くフォローする専門家は，ほぼ例外なく，第二次大戦後
のある時点において，大国間の関係が戦間期のそれとは質的な変化を見せ，尚且
つ，ここ当分の間，大規模な戦争が起こり得ない「デッドロック」状態にあると
認識し始めている。C.M.ウッドハウス氏（Christopher Montague Woodhouse,５th
Baron Terrington,１９１７―２００１）［イギリス保守党の政治家・著述家。ギリシャ近現代史に関
する一連の著作で有名。訳注］はその一人である。第二次大戦以降におけるイギリス
の外交政策に関する著作の中で，１９５０年代半ばにデッドロック状態が現出し，そ
れは二大超大国米・ソ間の覇権を巡る闘争の中での核の均衡状態が達成された時
期の産物であり，大規模戦争の可能性に関する限り，このことは「恒久的平和を
意味すると言ってよい」と彼は結論付けている。１）彼のこの結論は，ほぼ的を射
たものであるが，他方，一般人の認識とはあまりにかけ離れたものであるため，
ウッドハウス氏がこうした結論に至る際に犯した過ちを問い糾すことは，専門家
に課せられた仕事であると言ってよい。彼の過ちを詳らかにすることは，結局の
ところ，彼の結論の正当性を補強することになるのではあるが，しかし，当面，
大規模な戦争は起こり得ないという楽観論に懐疑的な人々が多数存在する現状に
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おいては，ウッドハウス氏が導き出した結論を仔細に検討することに何らか反対
の向きがあるとは思われない。
最初に指摘すべきことは，ウッドハウス氏がデッドロック状態を１９５０年代半ば
までしか遡っていないことである。この過ちの原因は，デッドロックが現実化し
た時点と，この事実を遅ればせながら認識し始めるようになった時点とを彼が混
同したことにある。熱核兵器の存在が――１９５５年度のイギリス国防白書が言明し
ているように――大規模戦争の危険を「大幅に減少させた」と，他国政府と同様，
イギリス政府も認識するようになったのは，確かに，１９５０年代の半ばであった。
しかも，この帰納的結論の正しさは，ウッドハウス氏が述べているように，「世
界各地において……この時期以降に生起した大国間の危機的状況によって，一層
確定的事実として受け入れられるようになった」。２）しかしながら，デッドロッ
ク状態は，その存在が知られる以前にすでに存在していたのであって，氏が「不
安定な平和」（uneasy peace）の時代，さらには，「戦争寸前の」（near war）時
代３）と特徴付けた１９４０年から１９５４年にかけての時期に，すでに存在していた。さ
らに付言するならば，このデッドロック状態は，この時期，大国間の全面戦争の
危険がかつてないほど世界を覆っていたという事実にも拘わらず，存在していた
のである。
この時期の危機に関する研究から得られた知識が，大国諸国が時として戦争と
隣り合わせの状態であった事実を知らしめる上で，効果的であったことを否定す
るものではないが，しかし，このことは，その時代に意識化されていなかったこ
と――即ち，当時にあっても，眼前の危機的状況が大国諸国にとって，戦争を迎
える状況とは如何にかけ離れたものであったかということ――を，現在の我々が
知らなくてもよいという言い訳にはならない。その上，ウッドハウス氏はもう一
つ過ちを犯していたのである。それは，この時期の諸々の危機の中で最大の危機
であった朝鮮戦争を「大国諸国相互が総力を挙げて公然と戦った最後の戦争」と
特徴付けている点である。中国は当時――現在に至るも，未だ――大国ではなく，
その上，ソ連に関しては，赤軍が朝鮮戦争に公然と参戦した事実は皆無である。
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別言するならば，朝鮮戦争の重要性は別のところにある。それは，片や，朝鮮戦
争の主要関係国であるソ連が代理参戦国を仕立てて戦ったのに対して，もう一方
の旗頭であり，直接交戦に従事したアメリカが敗色濃厚になった緒戦の時点で，
敵側の黒幕的存在であるソ連に対する攻撃に打って出る誘惑に執拗に駆られたの
だが，その誘惑を兎にも角にも撥ね退けたことである。また，１９５５年までの個別
の国際的危機が，朝鮮戦争ほどの規模に拡大することなく終息したのは，取りも
直さず，危機に直面した一方或いは双方が，当時にあっても，攻撃への誘惑に抗
したからであるか，或いは，双方の同盟国によって，攻撃への誘惑を思い留めさ
せられたからである。
上記した二つの過誤の内，第一の点の喫緊の課題は，ウッドハウス氏のデッド
ロック状態の説明が如何に不充分であるかを剔出することにある。氏がこの点を
認識するようになるのは，各国政府自体の認識と変わらず，１９５５年になったから
であり，その際，デッドロック状態の原因を核兵器の開発，特に，１９５４年以降の
東西間における核兵器の均衡状態の進展に求めているのであるが，これでは，氏
は真実の半分しか見ていないことになる。核兵器開発と核の均衡状態の進展が，
大国間における大規模戦争の危険を取り除く上で，少なからず貢献してきた事実
を疑う余地は無きに等しい。核兵器が使用された場合に想定される混乱状態は想
像を絶するひどさであるから，核兵器を廃絶すべきであるという論調にしても，
核兵器が必ずしも最終的手段として使用されるとは限らないのであるから，その
抑止効果は幻想に等しいという主張にしても，さらには，核兵器出現以前の抑止
効果論と同様，核兵器も攻撃的志向を刺激・誘発するものであるから，危険視す
べき対象であるという意見しても，いずれも見当違いであると言わざるを得ない。
核兵器は無責任な政策，軽率且つ性急な決定，２０世紀初頭以降一貫して要請され
てきた戦争の迅速性などに歯止めをかけるために生み出された科学技術的抑止力
向上の論理必然的帰結なのである。つまり，核兵器は人類史上最初の真の抑止力，
別言するならば，存在する限り，その起爆装置を作動させることがあってはなら
ないという意味での抑止力である。しかも，こうした状況が将来に亘っても続く
F.H. ヒンズリー『権力と平和の模索』（） 305
ことは間違いないであろう。仮に核兵器が廃絶されたとしても，核兵器製造に係
わる知識がその廃絶とともに消え去るわけもなく，皮肉なことに，却って年を重
ねる毎にその製造が容易になるという問題が残ることになる。
１９３９年までの科学技術の発展は未だ現在のレベルからは程遠く，従って，その
抑止効果にも限界があった。他方，１９４６年以降に関する限り，意図して行う戦争
であれ，誤算による戦争であれ，ともに，凡そ起こり得ないものとされて来た。
その理由は，核兵器の使用によって齎される自国への壊滅的な結果を，大国自ら
が充分認識していたからであり，また，――他国が使用した場合の報復的手段と
しての使用を例外としつつも――核保有諸国が核兵器を使用しないと決意したか
らである。熱核兵器の存在によって，今までし

ば

り

が掛けられて来なかったのは，
偶発的に起こる大規模戦争の可能性に関してである。核兵器の存在そのものが偶
発戦争の危険を増幅させているという見方は，純粋に仮定的な立場からは，正し
いと言えなくもないのだが，しかし，事実として，近代の戦争は一つとして偶発
的に起こったものはない。少なくとも，１８世紀中葉以降においては，宣戦布告の
決定は，すべての政治的決定が容易ではないとは言え，その中でも群を抜いて困
難な決定であり，偶発的勃発を回避すべく，各国政府が最も神経を使って来た政
治的決断であった。飽くまでも仮定上の言説としては，近代の科学技術の発展が，
政府の行政上の管理能力が及ぶ領域を狭め，斯くして，戦争か平和かの決定に関
する独占権を政府から奪うことによって，各国政府が偶発的勃発の押さえ込みに
成功したと誇らしげに主張していた時代以前に，つまり，偶発性の危険に満ちた
時代へと逆戻りしたと主張することも可能ではある。しかし現実には，各国政府
がこうした事態の可能性に予め気付いただけではなく，政府の行政管理能力がか
つてないほどの奥行きと拡がりを見せたということが明らかにしているように，
偶発的勃発の危険は飽くまでも仮定上の危険に過ぎない。核兵器の偶発的事
故――例えば，レーダーの故障とか，精神に異常を来たした発射ボタン担当の少
尉とか，思慮分別を失くした核保有国の首相など――に対する政府の予防措置は
極めて錯綜しており，核兵器の使用が限定的に想定されていた敵の先制的な核攻
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撃に対する報復的使用の場合ですら，その使用決定に至るまでの手続きは気の遠
くなるほど複雑で，到底迅速な対応は望むべくもない。＊この問題に対する政府
の対応の重要な点はこのことに尽きない。核兵器の出現によって齎された手詰ま
り状態を回避しようとした政府の焦燥感は，当初，戦術核の開発を誤った判断に
基づいて奨励する理論家連の主張に耳を傾けさせたのだが，しかし，それも，戦
術核兵器による更なる偶発性の危険，即ち，戦術核による戦争が自動的に本格的
な核戦争へとエスカレートする危険を憂慮した政府が元の道へと後戻りするまで
のことであった。
以上述べてきたこと――この点を遺漏なく指摘しておく必要性があることは言
うを俟たない――については，一応，これで終わりにするが，しかし，１９５５年以
前に，つまり，核の均衡（parity）状態或いは核の警戒（caution）態勢が達成さ
れる以前に，大国間には既にデッドロック状態が存在したという先に指摘してい
た問題が依然として残されている。さらに，現在のデッドロック状態がビクとも
しない完全に近いものであるとしたならば，この状態は，熱核兵器の登場だけで
はなく，その他の理由によっても生起して来た現象である。仮に核兵器が開発さ
れていなかったとしても――この点では，その圧倒的且つ肯定的な効果に謝意を
表すことも一概には否定出来ないのだが――，１９４５年以降においては，往時の状
況の中で現出したその他の要因のために，大規模な戦争が起こる危険は恐らく存
在せず，今後も長期に亘ってその危険はないであろう。
核兵器以外の要因の中でも見逃すことの出来ない要因としては，権力の国家間
の分配が，１９０２年以降の如何なる時期にもまして，１９４５年からは均衡を保って来
たという事実がある。
＊著者は自らの信じるところに従い，この点をあたかも真実であるかのように述べて
いるが，何ら公式の情報に基づいた意見ではないことを明らかにしておきたい。著者
の信念は，核搭載爆撃機の墜落事故，レーダー警戒警報，政治的危機に直面した各国
政府の対応等，新聞紙上に掲載された記事の行間を読む中で形作られたものである。
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一般の人々には，過去１６年間の世界は危険と跛行で満ち溢れているもののよう
に映り，この間，権力の均衡状態が保持されて来た事実を認めたがらない。認め
ようが認めまいが，これは厳然たる事実なのであって，その現われ方が誤解を招
き易いというだけなのである。１９４５年以降，世界が不安定な様相を露わにして来
たとするならば，そのように感じられる理由は，取りも直さず，歴史上折りに触
れて生起する新たなシステム内で，各国が勢力均衡状態の大いなる変動に直面し
て，その安定的な調整に勤しんで来たように，新たな与件としての国際関係シス
テムの主要参加諸国がその調整に意を注いで来たからであり，その調整過程で
は――況してや，史上空前の大規模な戦争を経験した後の不安定且つ流動的な状
況下においては――摩擦と軋轢から逃れられないからであり，にも拘らず，調整
過程の帰結としてのシステムが，未来永劫とは言わないまでも，少なくともかな
り長期に亘って，世界をその枠組み内に取り込む蓋然性が高いからである。
ウッドハウス氏がこの事実を充分に認めていないことが，デッドロック状態を
論証する際に彼が持ち出す副次的な説明に明らかである。彼は以下のように述べ
る。大国諸国がたとえ計画的な戦争，或いは誤算による戦争，さらには，自らの
過失による戦争を回避すべく決意したとしても，中小諸国間や新興諸国間の対立
・抗争によって，否応無く戦争へ引き摺り込まれて行くことになる，と人々は懸
念を表明する。こうした対立・抗争が世界の平和にとって最大の脅威であるとい
う見解に同意することは吝かではない。４）しかし，同時に，この脅威が現実化す
ることはないと言わなければならない。何故ならば，核兵器を白眉とする近代兵
器の緻密性・複雑性が，軍事関連の装備に関する限り，中小国家群の大国への依
存度を飛躍的に高め，その結果，大国は「中小国家が自国を巻き込む惧れのある
地域的戦争に打って出ようとするのを未然に防ぐことが出来る」からである。１９５５
年から１９５９年にかけて発生し，その局地化に成功した危機は，「一世代前であれ
ば，間違いなく地域的戦争へ，さらに恐らくは，大国をも巻き込んだ全面的戦争
へと拡大の一途を辿ったであろう。しかし，昨今の危機はそのようなことにはな
らない。」５）
308
ウッドハウス氏の主張は事実に反している。彼の主張は，１９５６年のイスラエル
のエジプト攻撃という唯一つの具体例から導き出されたものであるが，氏がこう
した結論に至ったのは，イギリス政府のエジプトに対する介入が，実は，中東に
おける戦争状態の拡大の防止を第一義的に志向したものであり，その限りにおい
て，この政策は成功したという見解を――この点を一度ならず匂わせているのだ
が――無条件に受け入れていることに原因がある。仮にこの見解を受け入れると
しても，また，仮にイギリスの政策目的がイスラエルの攻撃を抑制することでは
なく，自国権益を保全することにあり，そのための介入だった――この点では，
不成功に終わったのだが――という事実を直視しない方が好ましいとしても，近
年の地域紛争や局地的危機は，我々に別のことを語っている。大国諸国は，かつ
て１９世紀の「東方問題」に対峙した際においてもそうであったように，現在にお
いても，地域紛争であれ局地的危機であれ，それらの発生を押さえ込むことに関
しては非力なのである。武器は必ずや供給されることになるだろうし，また，人
は，必要に迫られれば，弓や槍を使ってでも戦う。従って，ウッドハウス氏が帰
納的に導き出すこの主張は誤解を招くものだと言わざるを得ない。この問題に関
して肝腎なことは，大国諸国が地域紛争の発

生

そ

れ

自

体

を未然に防ぎ得ないとし
ても――仮に防ぎ得たとして，その場合，防ぐ義務が大国にあるのかないのかは，
まったく別の問題である――，紛争の拡

大

を阻止することはそれほど重大視しな
くても出来るということであり，また，１９４５年以降の大国諸国がその都度見事に
示しているように，過去においても，大国諸国間の力関係が均衡状態にある時に
はいつでも，紛争の拡大防止を実現して来たということである。つまり，１９世紀
の大半を通して，列強諸国が局地的危機の封じ込めにほとんど困難を感じなかっ
たのは，列強諸国間の力関係が均衡していたからであって，これとはまったく反
対の理由で，１９０２年以降１９３９年に至る期間に関しては，列強諸国は局地的危機を
自ら醸成しただけに留まらず，一旦発生した時には，その拡大の防止に四苦八苦
せざるを得なかったのである。１９４５年以降，大国諸国がこうした危機的状況の対
処に困難を感じることがあったとするならば，それは，取りも直さず，新たな均
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衡状態が今まさに完成を見ようとしている途上で，その堅固さを試しているから
であり，或いは，その事実を部分的にしか理解していないからである。しかし，
こうした過渡的な困難に継続的に見舞われたにも拘わらず，第二次大戦以後に発
生した地域紛争をすべて検証して得られる際立った特徴は，大国諸国間の力の均
衡状態とこれら諸国の均衡状態に対する理解の深化が，大国自らを自縄自縛状態
にして来たという事実である。
各国政府は一般国民よりもかなりの程度この事実への理解の深化を余儀なくさ
れて来た。ところで，政府そのものは，一般国民から構成されており，その結果，
国家間システムの本質や歴史に対する理解度が一般国民程度しかない場合も少な
くない。こうした理由から，また，政府が眼前のデッドロック状態の受容に難色
を示す傾向が強かったという理由から――さらには，政府の中枢を占めた政治家
の多くが人格形成期を過ごした１９３９年までの時代が，極端に不安定且つ不均衡な
時代であったという理由から――，政治家は，例えば，エジプトのナセル大統領
（Gamal Abdel Nasser,１９１８―１９７０）［１９５２年のエジプト革命を主導し，王制を打倒。自国の
近代化とともに，汎アラブ民族主義を唱導した。訳注］にヒトラーの亡霊を見，１９５４年の
インドシナ会談［フランスの統治下にあったインドシナ半島の領土保全と主権を認め，暫定
的にヴェトナムを南北に分割し，１９５６年７月に南北統一を目的とする総選挙の実施を約したジュ
ネーヴ協定が成立した。但し，南ヴェトナムとアメリカは調印を拒絶，以後，１９７６年７月の南北
ヴェトナム統一まで戦争状態が続いた。訳注］にミュンヘン会談の幻影を見たのである。
しかしながら，こうした診断を最初に下したのがイギリスのイーデン首相（Robert
Anthony Eden,１st Earl of Avon,１８９７―１９７７）［イギリス保守党の政治家。スエズ危機に際
して，イスラエルとの密約により，イスラエルのシナイ半島攻撃を使嗾，米ソ両国と国連の反発
を招いた。訳注］であり，そのイーデン首相と真っ向から対立したのがアメリカの
ダレス国務長官（John Foster Dulles, １８８８―１９５９）［アイゼンハワー大統領の下で６年
間国務長官を務め，その反共主義で名を馳せた。１９５４年のジュネーヴ会議では周恩来との握手を
拒んだとされる。訳注］であったこと，さらには，インドシナ半島を巡る危機的状
況の最中に，英米両国の国益に関する見解と同様，両人の果たすべき役割が，今
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までとは異なり逆転したことは注目に値する。スエズ危機に際しても，インドシ
ナ危機に際しても，彼ら両名は互いに牽制し合ったが，その相互牽制は，ソ連の
英米両国に対する外交上の牽制策以上に効果的であった。こうした相互牽制とい
う制約に直面しながらも，現実に生起する状況証拠の積み重ねと危険を身近に体
験しているという認識が，自国の国是とも国益とも本来的に合致しないため，世
界に向けて公然と表明するのを憚られるような結論をも受容することを余儀なく
させたのである。かくして得られた結論が如何なるものであるかは，第二次大戦
後の国際的な危機を逐一見てみれば明らかである。朝鮮戦争，スエズ危機，イン
ドシナ紛争に止まらず，１９４６年以降に発生した危機はすべて，各国政府が例外な
く極端な立場を採らないと決意したことを示している。紛争の存在それ自体では
なく，紛争を慎重且つ意識的に回避しようとする各国政府の姿勢が，時の経過や
状況の推移に関する経験知の増加と相俟って，第二次大戦以降の――とりわけ，
近年その傾向が著しいのであるが――他を圧する特徴である。従って，各国政府
の姿勢が――その中に一時的な退行現象が見られないことはないが――固定的・
硬直的な姿勢からより健全でより寛容な姿勢へと変化して来たのである。
これは驚くに当たらない。この変化については，第二次大戦の結果に伴う何ら
かの偶発的僥倖によって齎された変化であると説明されるべきではないが，大国
間のデッドロック状態が，第二次大戦終結以降，存在し続けて来たのは間違いな
い。１８９０年代から１９４０年代までの時期は，列強諸国間の力（strength）が抜き差
しならない不均衡状態，しかも急速に変容する不均衡状態を見せた時期であった。
しかし，同時に，この時代は，１８９０年以前の均衡状態が一旦は破壊の憂目に遭っ
たものの，その残滓の中からまったく新たな均衡状態，或いは，権力（power）
の凡その平準化状況が生み出されつつあった時代でもある。第二次大戦は，単に，
この変化の時期を完了させたに過ぎない。第二次大戦の終結が生み出したものは，
この新たな均衡状態が長期にわたる準備期間を経て来たことによって形作られた
のである。１９４５年の講和条約の枢要な部分は未だ正式には批准されていないが，
にも拘らず，１７世紀のウエストファリア講和条約や１９世紀のウィーン講和条約と
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同様，歴史上重要なものとして後世に伝えられることになろう。時代背景を無視
して強引に作り上げられた１９１８年の講和――即ち，国際関係の不安定な状況がそ
の最高潮に達し，行く先不透明な流動的な状況が蔓延していた時期に成立し，自
らの希望的観測に基づいて世界を設計しようとしたことが，不安定な状況をます
ます悪化させた講和――とは異なり，１９４５年の講和は，権力の不均等な配分と近
代国家の不均等な発展の上に形作られていた不均衡状態が，時の経過とともに，
その終わりを告げようとしていた時期に成立したものである――この均衡状態は
今後長期に亘って存続し続けるであろう――。以上のことを，次のように言うこ
とも可能だろう。つまり，１９４５年の講和は，時の経過に伴い，作られるべくして
作られた。そうであるからこそ，講和の最も核心的な部分は今以って批准される
に至っていない。もし１９４５年の講和によって，戦後に生起した重要な現実――１９１８
年当時には存在せず，仮に存在したとしても，間違いなく拒絶反応を引き起こし
たであろう現実――を説明出来るというのが正しいとするならば，その現実の一
部については必然的に説明せざるを得なくなるというのも，等しく正しいと言う
べきである。
戦後に生起した重要な現実のうち，ソ連の復興，アメリカの台頭，次いで，こ
の両国間に既に均衡状態が存在していたという事実が最も際立ったものである。
ソ連が１９４５年以降になって手中に収めた新たな領土は，すべて第二次大戦終結間
際の２，３ヶ月間に獲得されたものであり，この期間においてすら，ソ連が捜し
求めた領土上の利得は，ソ連の力との均衡状態を維持する役割を果たしたアメリ
カの台頭という事実によって，限定的なものにならざるを得なかった。１９４５年の
ポツダム宣言――世界の全般的平和を実現しようとする時，当時，考えられ得る
最善の平和構想であった――を仔細に検討すると浮上して来る重要な事実は――
この点は，宣言の起案者自身，意識していなかったのだが――，第一に，ポーラ
ンド，フィンランド，ブルガリア，ハンガリー，さらにはルーマニアの戦後処理
に対する発言力の維持・強化というソ連の決意に立ち向かえる国は一国たりとも
存在しなかったということであり，第二に，このソ連の決意にしても，今や自国
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の支配権に編入し終えた東欧諸国への関心と比較すると，西側諸国の影響力が支
配的でソ連にとって外縁的な諸問題に対しては，それほどの関心を示さなかった
ということである。ソ連は，第二次大戦終結以前に締結された諸協定の結果だけ
ではなく，第二次大戦の戦勝国として，恐らくは道義的な意味合いからも手中に
収めた地政的な立ち位置から判断するならば，自国の意思に逆らうものがいたな
らば，様々な方面で報復的手段を採り得たであろう。例えば，オーストリアを西
側陣営から引き離すことも，アフリカの旧イタリア植民地の分割に伴う分け前の
要求に限らず，イタリア・ギリシャ間の領土係争問題解決への発言権を要求する
ことも，タンジール（Tangiers）［タンジェとも呼称。ジブラルタル海峡の西の入り口に
位置するモロッコの北部の港湾都市。第一次大戦後の１９２３年，英・仏・西３ヵ国の共同管理下に
置かれたが，スペインが１９４０年に単独占有，第二次大戦後，その処遇が問題化した。訳注］や
トルコのボスフォラス海峡に関する多国間協定の見直しを主張することも出来た
であろう。確かに，ソ連は上記した問題を持ち出しては来たが，その意図は取引
材料として持ち出したに過ぎず，当面の目的に対する何らかの合意を獲得するこ
と以外には，執拗に要求することはなかった。この当面の目的に関しても，しば
しば言われているよりは余程制約されたものであった。つまり，「小さなポーラ
ンド，大きな東ドイツ」は，ソ連にとって，それほど悪い解決策ではなかったは
ずなのだが，それにも拘らず，ポーランド・東ドイツ両国が接する国境線をオー
デル＝ナイセ線（Oder-Neisse Line）［米・英・ソ間のヤルタ会談（１９４５年２月）を経て，
最終的に米・英・ソ・中間のポツダム会談（１９４５年８月）で合意に達したオーデル川とその支流
ナイセ川沿いの東独・波間の国境線。この結果，第二次大戦終結前のドイツ国土の東側一帯がポ
ーランドに編入された。訳注］と執拗に主張したのは，ひとえに，ソ連が東ドイツに
対する支配の可能性とその程度を依然として暗中模索していたからである。６）
今まさに，第二次大戦終結に伴う戦後構想全体の中におけるソ連の国家目標の
限界性に対しても，自己目的完遂へのソ連の決意に対するのと同等の注意を払う
時期が来ていると言える。チェコスロヴァキアの東欧社会主義圏への吸収によっ
て，自己の地位を不動のものにしたということを例外的事例とすれば，ソ連がヨ
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ーロッパへの更なる領土拡大を画策しているという見解や，１９５０年代前半までの
アメリカによる核兵器の占有のみが，ソ連の手による西側諸国に対する壊滅的破
壊行動を防止し得たという見解を，捨て去るべき時期であることは間違いない。
仮にソ連が自前の征服計画をすべて大戦直後に実行に移し，また，仮に，最終的
には撤回を余儀なくされることになるとしても，明確な計画があったから実行に
移したということを示唆する根拠が何ら見当たらないとしても，こうした征服計
画が最早現実的・実際的ではないという認識がなければ，ソ連が征服計画に基づ
いて行動していたと信ずるに足る理由には事欠かない。しかしながら，征服とい
う行為が現実的・実際的ではないという認識を，ソ連は持たざるを得なかったの
である。何故ならば，戦後世界におけるアメリカの地位が，「封じ込め政策」が
編み出されるかなり前からソ連を封じ込めていたからである。仮に核兵器が開発
されることなく，従って，この世に存在していなかったとしても，アメリカの存
在自体がソ連を封じ込めていたに違いない。
こうした現実――即ち，アメリカが果てしなく続くと思われた孤立政策をつい
に放擲し，世界の大国としての不可避的な立場を遅まきながら認識したこと，及
び，四半世紀に亘るロシア革命後の混乱と復興を経て，ソ連がもう一つの世界の
大国として国際舞台に返り咲きを果たしたこと――の重要性は言うまでもない。
しかし，このことが一つの国際的な枠組みから別の国際的な枠組みへと進化を遂
げた年月の唯一の成果だったわけでも，第二次大戦前半世紀の如何なる時期にも
益して，１９４６年以降，世界の権力の均衡状態を安定的に推移させて来た唯一の動
因だったわけでも，さらには，この均衡状態を今後も長期に亘って保持し続けさ
せる唯一の要因であるわけでもない。上記の現実に対しては，様々な意味合いで，
今までも充分過ぎるほどの注意が払われて来たという反論が寄せられるかも知れ
ないが，いずれにしても，新たな均衡状態が突然出現したかのような印象を与え
たことが，均衡状態の存在を正しく捕捉する上で困難を伴った理由の一つである。
もう一つの理由は，米・ソ両国の大戦後における権力の広がりとその性格につい
ての誤解に基づくものである。
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この誤解は，真っ向から相対立しながらも，相互に和合可能な二つの過ちに起
因する。我々は，一方で，米・ソ両国の他の諸国に対する絶対的な権力（power）
を誇張しながら，他方では，両国の他を圧する権力の優位性を過小評価して来た。
かつて，単一国家の圧倒的優位性が齎す危険に怯えて来た我々は，米・ソ両国が
ともに超大国になったという事実を，さらに，この両国が自国の陣営内に抱え込
む同盟国の多少に関係なく，どちらも相手を打ち負かすことは望み得ず，また，
どちらも相手に対して包括的・絶対的な抑止力を行使し得ないという事実を看過
して来たのである。と同時に，他方では，国家間の勢力均衡状態は，可能な限り
多数の国家間に分散される場合にはその安定性が増し，２ヵ国間に両極化される
場合には損なわれると思い込んで来た我々は，米・ソ両国が現段階で所有する圧
倒的な力を以ってしても，現代世界の中ですべての国家に対して，その存立を脅
かすほどの危険極まりない優位性を持つには至らないという事実をも見過ごして
来た。米・ソ両大国に加えて，将来中国が，また恐らくは，時の経過とともに，
インドも，大国の仲間入りを果たすであろうし，今日の米・ソ両国の場合とは異
なり，かつてドイツが外部からの抑止力をそれほど受けていなかった時代に，ロ
シアが遭遇したように，中国にしてもインドにしても，大国として晴れて国際政
治の檜舞台に登場するその日までは，外部からの攻撃に対する脆弱性を持ち続け
ることになろう。それだけではない。これら４ヵ国の他に，ヨーロッパ大陸には
かつての列強諸国が厳然として存在する。旧列強諸国は，核兵器の所持・保有を
通じて，大国としての地位の保持に躍起になっているという巷間に流布する見方
とは正反対に，現実に大国として存在し続けているからこそ，核兵器を保有する
のであって，その逆ではない。
旧列強諸国が大国として存在することを許されているのは，第二次大戦以前か
らの存在感と自国の発展をベースに，１９００年以降飛躍的に増大した全世界的規模
の権力を，これら諸国が一部継承して来たからであり，今日の政治的な安定状況
にとって，この期間における権力の飛躍的な増大がそれと同時に進行した権力の
分配に劣らず重要だからである。１７世紀におけるスペインの凋落の時代，１８世紀
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におけるオーストリアの零落の時代，１９世紀におけるロシアの低落の時代――い
ずれの時代においても，これら諸国の相対的な権力の低下は絶対的な権力の減少
を伴っていた。権力の所在を示す指標がこのような状態を呈していたこともあり，
ある意味では，世界全体の権力の総量には変化が見られず，ほぼ一定であった。
つまり，ある国家の権力の獲得は，別の国家の権力の減少を意味したのである。
他方，現代的な権力の指標に従うならば，今日の世界には，イギリス以上に，或
いは，フランス以上に強力な国家が存在する事実は否定出来ないとしても，両国
はともに，１９００年当時よりも，さらには，１９３９年当時よりも，今日の方がはるか
に強力な国家なのである。実際，英・仏両国が１９４５年以前に存在した如何なる国
家よりも桁違いに強力な国家であることは疑いない。
こうした状況における権力そのものの相対化という点に関しては，熱核兵器を
改良し，蓄積しようとするプロセスと同様，絶対的権力の限界点（threshold），
即ち，そこを踏み越えると，大国諸国間の権力のばらつきが周縁的な事柄に質的
に変容し，更なる優位な立場への争奪戦が無意味と化す限界点が存在する。この
限界点は左右どちらの方向にも作用する。一方には，核兵器の所持・保有が重要
であるという現実があり，他方には，その破壊力を現段階の途方もないレベルを
さらに上回って増大させることは，目標物に正確に被弾させる手段の改良を進め
ることと比較すると，意味のない行為であるという現実がある。こうした「大国
境界線」（Great Power barrier）を一旦踏み越えると――将来，ますます多くの
国家が踏み越えて行くことになるだろうが――，その国家はその段階で大国とし
ての地位を獲得することになる。大国諸国間の中で，一部の大国が他の大国より
も強国であることは避けられないとしても，ある大国が別の大国に敗北を嘗めさ
せ得るのは，唯一，神経戦における外交上の敗北に限られること，その上，すべ
ての大国がこの事実を充分に承知している――少なくとも，遠からず，承知せざ
るを得なくなる――世界の一定の領土内に国家として存立しているのである。従
って，自国の新たな発見をひたすら隠し通そうとしたり，秘密事項を頑なに守り
通そうとする今までの国家の慣習とは鋭く対立するのであるが，各国政府が自国
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の防衛用兵器や攻撃用兵器の改良に邁進している姿勢を，世界に向けて公然と示
すことを重要視しているのは，至極当然の成り行きであり，単に科学技術の普遍
性の結果でもなければ，所謂マスコミの偏在性の結果でもなく，さらには，アメ
リカの伝統とされる「開かれた合意形成による開かれた戦略」（open strategy,
openly arrived at）［第一次大戦後の１９１８年，第２８代アメリカ大統領ウィルソン（Thomas
Woodrow Wilson,１８５６―１９２４）が「１４ヵ条の平和原則」（Wilson’s Fourteen Points）を公表，その
第一条は‘open covenants of peace, openly arrived at’との表現で秘密外交を禁じたのだが，そ
れを捩った言い回し。訳注］に専ら基因するものでもない。
さらにまた，相互不信が蔓延する状況の中にあっても，大国諸国が地域紛争の
拡大の防止に対する共通の関心を徐々に示し始めているだけではなく――但し，
その紛争が危険な局面に達するまでは，自国の利益追求のため，紛争を最大限利
用しようとする態度に変わりはないのだが――，近年，その他諸々の懸念材料に
対する認識を共有し始めて来たことも理由がないわけではない。例えば，中国の
発展の潜在能力に対するソ連の懸念は，現段階ではそれほど明示的になっている
わけではないが，アメリカの中国の潜在能力に対する懸念以上に根拠のあるもの
だと言える。また，核兵器保有諸国は押し並べて，新たなる核保有国の出現に対
する懸念を共有するとともに，例えば，ブラジル政府やナセル・エジプト大統領
やスウェーデン国王らは，彼らが核を保有するようになった場合，――核保有諸
国が相互に認め合っている言辞としては奇妙に響くが――現核保有国が示して来
た慎重さと責任の重大さと同様の思慮深さを発揮しようとはしないと信じて疑わ
ない。さらに，核保有国間の相互不信が将来に亘っても続くことは充分に予測出
来る。その上，軍縮問題や核実験問題等に関する合意形成も容易ではなかろう。
この種の問題は，たとえ善意に満ち溢れた国家間同士であっても，また，国際的
な政治状況が最高度に安定していたとしても，合意に達するのが難しい問題であ
って，合意に向けて努力すればするほど，今までも常にそうであったように，相
互不信の緩和に資するどころか，むしろその増大を招来させることになろう。し
かし，同時に，核保有国が数々の「瀬戸際」に直面しつつも，別の局面において
F.H. ヒンズリー『権力と平和の模索』（） 317
は，相互に協力関係の構築に着手し始めるようになることも充分に予測出来る。
特に，自国の軍備制限よりも，非核保有国の軍備制限を図ることの方がはるかに
実際的であると認識するようになるであろう。ソ連政府公認の「共存」（coexis-
tence）政策は，今後遠からず達成される状況を次のように要約したものである。
一方では，実際の戦争は言うまでもなく，大国間の安定的な平和状態を脅かす可
能性のある極端な政策の採用は不可としつつ，それ以外のところでは，全面的な
主導権争いに打って出ること，他方では，共通の問題に直面している状況の中で，
別言するならば，二つのイデオロギー陣営に一時的に分断されている国家間関係
の「自由放任的」（laissez -faire）システムの中で，相対立する陣営とも着実な協
力関係を築くこと，という二面性に満ちた状況である。今世紀［２０世紀］残りの
３０年ほどの状況は，地政的規模の点では拡大が予想されるとはいえ，１９世紀前半
の状況とそれほど異なるものではなかろう。今後に残されている問題は，「共存」
関係が果たしてソ・仏間の暫定的協調関係であるか，或いは，ソ・米間の暫定的
協調関係であるかということである。
以上の予測に対しては，不信を表明する向きもある。一般人の場合は，この点
については相変わらず神経質であり，今日の国家間関係の二重性――米・ソ間の
二極化構造――を誇張する傾向から逃れられない。他方，歴史家の不信は一般人
とは異なる根拠に基づいてはいるのだが，それは歴史家が未来を「予言」（proph-
ecy）することを好まないというただそれだけにあるのではない。とりわけ，ド
イツの場合，第一次大戦が終結する１９１８年までは，ヨーロッパの国家間システム
が旧来からの特徴――「妥協」と「封じ込め」と「均衡」によって希釈化された
主導権争い――を保持しつつ，新たな世界的規模の国家間システムへと必然的に
発展して行くという確信を多少なりとも歴史家は抱いていたのだが，１９４５年以降
になると，ドイツの歴史家は，今までの歴史家は過ちを犯していた，その上，そ
の間違った分析がドイツ政府の世界政策に影響を与え，従って，第一次大戦勃発
の責任の一端を担っていると主張するのである。７）この後半の議論は，良きにつ
け悪しきにつけ，当面の政策形成に直接的に関与するという点に関する限り，歴
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史家の影響力は取るに足りないという実態を歴史家自らが誰よりもよく認識して
いるにも拘わらず，１９１４年以前世代の歴史家の分析と予測がヴィルヘルム２世下
のドイツ政府の政策目標や目論見に直接的な影響を与え，しかも，その際の指針
の役目を果たしたというものである。歴史家は自国の歴史を省察の対象とはして
も，歴史家が自らの手で歴史を作るのではない。また，前半の議論――即ち，ヨ
ーロッパ的国家関係システムが世界的規模に拡大・拡充すると予測した前世代の
歴史家は，間違っていたという主張――は，ヨーロッパ的システムが辿って来た
時代の流れと場所の移動を単に跡付けたに過ぎず，歴史的事実の正確な再評価と
は言い難い。
１９４５年以降，旧外交も旧弊な国家間システムも，ともに国際連合という枠組み
に依拠したやり方に取って代わられるという希望が満ち溢れていた。旧外交と旧
弊な国家システムは多大の損害を齎したものだったという考え方が，特に，ドイ
ツでは支配的であったが，第二次大戦の敗戦国ドイツの歴史家にとって，多大の
損害を自国に齎したシステムを救いようのない失敗作であると決め付けたがるの
も，ある意味では，自然な成り行きであった。彼らは，戦後の国家間システムの
継続と拡大を一貫して懐疑の眼差しで観察したが，その際，戦勝国側がこのシス
テムの現実の有り様に対して，必ずしも偏った否定的な見方をしているわけでは
ないということは，彼らの視野には入っていなかった。しかも，猜疑心を抱くド
イツの歴史家は，次の問いには答えられないのである。即ち，いずれ白日の下で
明らかにされることだったのだが，かつて国際連合に仮託した希望や期待に根拠
がないことが明らかになった時，彼らが夢想した新たな国家間システムとは異な
る別のシステム――換言するならば，既存のシステムの発展過程における新たな
段階としての国家間システム――以外の如何なるシステムが旧来のシステムに取
って代わることが出来ようか，という問いに対してである。この問いに対する答
えは一つしかない。我々の眼に明らかなことは，国際連盟の挫折，さらには，周
縁的な役割しか果たせない国際連合の限界という現実を眼前にして，ヨーロッパ
的国家間システムが拡大し，このシステムが世界を包摂するようになる日を待望
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した１９１８年以前のドイツの歴史家が間違っていたのではないということである。
彼らの過ちは，ドイツ帝国が拡大したシステム内での必要不可欠な構成員である
とした点であり，この変容過程が生起する時期を早め，尚且つ，その期間を短縮
した点であり，そして，来たるべきシステムの変容過程が完了するまでは，世界
が耐えなければならない数々の苦難と試練を過小評価した点の以上３点に過ぎな
い。
翻って，第二次大戦後のドイツの歴史家にも正しい点はある。それは，国家間
関係の発展過程における継続的側面だけに目を奪われるのではなく，そこに見ら
れる「綻び」（breaks）にも充分注意を払うよう指摘したことである。しかし，
その際，国家間システムの継続性における最大の綻びが，そのシステム自体の瓦
解にあるとしてはならない。最大の綻びは，システムが機能し続けている状況の
中で，つまり，継続性というコンテクストの中で発生して来たのである。科学技
術力の爆発的な増大と世界各地で愈々進展を見せつつある経済的，技術的，社会
的一体化現象から，実効性のある国際連合が，況や世界国家が，自動的に生まれ
ると期待するのは間違いだったのである。このような状況においても，大国諸国
は相互に敵対的存在であろうし，相互の相克は折りに触れて熾烈を極めるであろ
う。また，それ以外ではあり得ない。しかしながら，国家間の相克という状況下
で生起して来た巨大な変化の兆候を見過ごすことも，また同様に間違いである。
何故ならば，この巨大な変化のうねりによって，大国諸国は自らの行動を変えて
行かざるを得なくなると同時に，戦争という手段以外のおよそあらゆる相克は今
後も存在し続けるであろうからである。こうした変化は，これまで検討して来た
変化――即ち，一時的であるにせよ，相対的権力の安定的な分配，現在数ヵ国が
手中に収め，今後一層恒久化するであろう絶対的権力の新たな段階，及び，技術
的抑止力の更なる増大――に限られるものではない。権力の分配，絶対量，判断
基準に限らず，権力の行使を抑制する政治的コンテクストも政治目的も，一定の
分野における発展が緩やかながらも今やその最高点に到達した結果として，近年
大幅な変化を見せて来た。
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権力の新たな源泉と判断基準が世界の権力の絶対量を拡大させて来たとするな
らば，それは，同時に，権力行使に伴う政治目的を，また，権力増大を目指す旧
来の方法を時代遅れなものにして来たのである。かつて，植民地膨張主義や帝国
主義は，資本主義の発展の新たな且つ最終的段階の直接的産物であるとされて来
た。この解釈は，植民地主義にしても帝国主義にしても，金融資本主義の成立以
前の１８世紀にすでに１９世紀に引けを取らないレベルで強力に推進されていた事実，
さらに，１９世紀に至っても，資本主義が未だ高度に発達していないため，輸出向
きの資本に事欠くような諸国――例えば，ロシアやイタリアなど――が高度に資
本主義化した国家に劣らず，植民地主義と帝国主義を追求した事実を見過ごして
いる。しかし，この理論の信奉者，主としてマルクス主義者が見過ごして来たこ
との重大性は，実は，資本主義が，封建主義と同様，価値中立的概念であるとい
うことにある。つまり，資本主義自体が権力追求の動機付けを表徴しているので
はなく，それ自体はごく基本的な欲求に過ぎない権力追求への志向を包合する政
治目的を形作る際に遭遇する状況と条件の一部なのである。１９世紀的時代状況に
おいては，それに遡る１８世紀の状況と同様，領土の拡大が，さらに，１９世紀に顕
著になる植民地の獲得が，権力への基本的な欲求として，不可避とは言えないま
でも，至極当然の国家目的であると理解されていた。つまり，１９世紀の帝国主義
は，資本主義の必然的な産物なのではなく，その時代の条件下における権力の自
然な現われ方だったである。現代に関しては，過去の時代以上に技術的な観点か
ら判断する限り，権力の追求が容易になっているとしても，時代が提起する条件
が変容したため，以上のことが当て嵌まらない。例えば，アメリカがソ連領土の
一部を奪う，或いは，ソ連がアメリカ領土の一部を奪うことは，技術的には，仮
に核兵器の存在という事実がなくても，ビスマルクがかつてフランス領土のアル
ザス・ロレーヌ地域を奪取した以上に容易に可能である。しかし，米・ソ両国ど
ちらの行動も，現状では，一国の権力を増大させる方策として馬鹿げたものであ
るだけではなく，米・ソ間の核の相互抑止力という点からもあり得ない。７億人
の人口を有する中国は，いずれ，アメリカに様々の難問を突き付ける存在になる
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だろうが，しかし，そうなったとしても，７億人の中国が３億人のアメリカに対
して，「戦争か，さもなくば占領か」の二者択一を迫るような状況にはなり得な
い。
領土の獲得に関する限り，第一次及び第二次大戦以前には未だ考慮の対象とさ
れていた状況と同じように，仮に現代の高度に発展した大国諸国が考慮すべき対
象の中に入れたとしても，高度の発展を遂げて現存する政治構造がそうした行動
を許そうとはしないのである。かつて王と貴族は他の諸国を統治出来るが，民主
的国家は他国民を支配することが出来ないと言われた時代があった。この点に関
して言えることがあるとすれば，それは，１９世紀中葉以降の列強間の領土獲得競
争は，自らが率先して獲得しなければ，他の列強に機先を制されるのではないか
という猜疑心が最大且つ最終的な動機であって，それ以外ではなかったというこ
とである。世界の大国に対して，例外なくしかも等しく領土獲得の欲求に抑制力
がかかるようになると，領土獲得の欲求とともに，他国に出し抜かれるという猜
疑心も自ずと消え去る運命にある。しかし，抑制力という圧力――むしろ，抑制
力以上の圧力――を大国諸国がひしひしと感じるようになったのは，自国が兼ね
備える政治構造だけにその原因があるのではない。獲得した領土からの第二次大
戦後の撤退現象は，戦略的観点からも領土の獲得がそれほどの重要性を持たない
という認識，さらに，国際世論上からも望ましくないという認識が強まるのと並
行して，世界全体に亘って自主独立への強力且つ執拗な要求が叫ばれるようにな
ったからでもある。以上のような考え方の影響を受けたのは，所謂「１９世紀の古
い帝国主義諸国」だけに限られたのではない。アメリカは，１９世紀，「モンロー
主義」（Monroe Doctrine）［１８２３年，ジェームズ・モンロー第５代米大統領（James Monroe,
１７５８―１８３１）が米・欧両大陸の相互不干渉を闡明にした外交原則。次第に，中南米諸国に対する
アメリカの政治的優越性の主張へと変質し，幾多の中南米諸国への介入に際して，その正当性の
根拠とされた。訳注］を自国領土拡大のために利用した。２０世紀になると，支配圏
拡大政策は放棄したが，しかし，１９３５年までは依然として，都合３１回に亘る中米
諸国への介入に際して，モンロー主義を介入正当化のために利用した。１９３５年以
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降には，不介入原則の採用に転じ，１９５５年以降になると，人知れず秘密裡に行う
介入すら実行することが難しくなった。また，ソ連政府にとって，西ドイツの首
都ボンへの返還の障害となっている東ドイツとベルリンからの撤退の口実ほど，
探し求めていることはない。
現在の状況に内在する以上の諸点が，戦争に対する技術的な抑止力とはレベル
を異にする政治的な抑止力を構成しているのである。戦争は確かに発生して来た
のであるが，しかし，少なくても，ここ数世紀の戦争は，領土獲得欲からではな
く，むしろ先を越されることに対する不安から発生したのであって，敵の殲滅を
希求することは論外としても，何らかの合理的目的と自国民の支持なくして，開
始された戦争は一つたりともない。恐らく，このことは，国民の支持に勝る合理
的目的を追い求めたとしても，徒労に終わるだけだということであろうし，戦争
を支持しない国民に対しては，それでも何らか支持するに足るものを提示しなけ
ればならないという隘路を明らかにしているのであろう。そうであればこそ，大
国諸国間の主導権を巡る争いが，愈々道義化の様相を強めるとともに，威信の高
揚を巡って手練手管を操り，それ自体過去の遺物となりつつあるイデオロギー闘
争の永続化に腐心する事態を招いているのである。
この最後の変化は，戦後の状況における現実の一側面であるが，我々はこのこ
とをなかなか認めようとしない。現代においても，不和と紛争に対しては崩し難
い心理的な障壁に支配されているのである。ロバート・グレイヴス氏（Robert
Graves,１８９５―１９８５）［イギリスの詩人，小説家，翻訳家。小説 I, Claudius（１９３５年）や King
Jesus（１９４６年）の著作で知られる。訳注］が「今日の若者の問題は，西ヨーロッパは感
情的にも精神的にももう一つの戦争へと向かっているのだが，彼ら若者は戦争な
ど欲していない――そんなもの真っ平だ――ということにある」と述べているが，
恐らくこれは正鵠を射た発言であろう。感情に支配される衝動的な欲求とは異な
り，イデオロギー上の対立は，本来こうした崩し難い障壁ではないのだが，イデ
オロギーを異にする諸国とも様々な領域において一定の理解を示して来た――そ
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の理解が強いられた理解，或いは，不完全な理解であるとしても――各国政府で
さえ，イデオロギーの相違に対しては，根拠のない曖昧模糊とした信念を相変わ
らず抱き続けているのである。
ソ連の平和共存方式には，デッドロック状態の存在とその背景を成している政
治的・科学技術的抑止力に対する適応の点に関して，他の諸国とは顕著な違いが
見られる。それだけではなく，この平和共存政策は，かつて１９２０年代の「一国社
会主義」が，その当時からイデオロギー闘争は国際政治における米・ソ間の主導
権争いの重要性には敵わないと判断して来た事実に対応したソ連の大きな譲歩で
あったと同じように，国際的なイデオロギー闘争が過去の遺物であるという事実
に対応したソ連の大きな譲歩でもある。この点に疑問を感ずる向きには，それを
逸早く指摘した素朴な中国のマルクス主義者たちの著作を一読することを勧める
とともに，イデオロギーの違いの押さえ込みを許すような平和共存であってはな
らないとソ連が執拗に主張する真の目的が，実は前述の譲歩をあからさまにした
くないという欲求にあることを銘記すべきである。ソ連の平和共存政策が，共存
はイデオロギー闘争を継続する国家間で達成されるべきであるという主張に力点
を置いている現状では，主要国家間の社会的・政治的落差と今世紀前半５０年間に
この社会的・政治的落差が齎したイデオロギー上の緊張状態が急速に緩和しつつ
あるという事実を看過しているように思われるとしたら，それは，恐らく，ソ連
政府当局が，認めたがらないにしても，この事実を充分承知しているからであろ
う。少なくとも，ソ連は，現在，中立的な人間など存在するはずがないと主張し
ながらも，他方で中立的な国家の存在を許容するイデオロギー上の新たな転換を
図り始めている。＊同じことが，西側諸国に関しては，考えられない。現在のイ
ギリス外相ダグラス＝ホーム（Sir Alec Douglas-Home, Baron Home of Hirsel,
１９０３―９５）［イギリス保守党の政治家。首相を１度，外相を２度務める。訳注］の不変の常套
＊これは，１９６１年６月３―４日に持たれたケネディー大統領とフルシチョフ首相の会
談（所謂「ウィーン頂上会談」）の場でのフルシチョフ首相の基本的な姿勢である。
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句は，ソ連政府当局の不変の常套句が平和共存下において最終的に勝利を収める
のは共産主義であると言うのと表裏一体を成すかのように，共産主義との平和共
存は不可，何故ならば，その受容は取り返しのつかない共産主義の浸透に大きく
門戸を開くことだからというものである。就任直後のケネディー新政権は力を誇
示する政策へと自らを駆り立て，共産主義の十字軍には別の十字軍を以って対抗
すべきであるという支配的意見の下，敵愾心剥き出しの狂気染みた政治状況へと
雪崩れ込んで行った。さもなければ，西側世界の生活様式が共産主義的生活様式
に圧倒されて駆逐されて行くのを甘受せざるを得ず，こうした事態を回避し，自
由と人間の尊厳を守る闘いに勝利するためにも，米・ソ間の宇宙進出競争におい
て，アメリカが一番にならなければならないとさえ主張するのである。８）以上の
議論は恐怖心と劣等感の産物であるというだけではなく，論旨の展開に錯誤が散
見され，明晰な思考の妨げになっている。
このことは，かつて，イデオロギーを巡る闘争がなかったということを意味し
ない。１６世紀及び１７世紀におけるカトリック教徒とプロテスタント教徒間のイデ
オロギー闘争や，１８世紀及び１９世紀におけるフランス大革命と旧来のヨーロッパ
秩序間のイデオロギー闘争のような互いに似通った生活様式を有する単一のヨー
ロッパ的伝統内部での闘争であって，相互に異質な生活様式を営んでいるもの同
士の闘争ではないにも拘らず，そのイデオロギー闘争は他に類を見ない苛烈な闘
争であったし，熾烈を極めたものと意識されていた。今後，ヨーロッパとは異質
な非ヨーロッパ文明とのイデオロギー闘争が起こり得るとしても，ロシア革命に
よってソ連と他のヨーロッパ諸国が真っ二つに引き裂かれ，その結果，相互間の
接し方や双方の思考様式を真剣に熟考せざるを得なくなるほど苛烈なイデオロギ
ー上の対立が起こることは恐らくないであろう。そして，このヨーロッパ的生活
様式の分裂状況から生み出されて来たのは，各々の陣営内における内部的抗争，
即ち，自由主義的伝統か権威主義的伝統かを巡る，さらには，ヨーロッパ的民主
主義の二大解釈を巡る，片やソ連邦内での訌争，片や西ヨーロッパ諸国内部での
訌争であり，双方の優越性を巡って激しく火花を散らす状況がいたる所で現出し
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た。このイデオロギー闘争は，極端な不均衡を招いた権力の配分と同様，戦間期
の不安定な政治状況の原因として重要なものであることは論を俟たない。しかし
ながら，この闘争が伝統を共有する単一の文明圏内での内訌である限り，長期に
亘る訌争にはなり得ないのである。
その伝統内における社会的・政治的概容が，１８世紀以降，少なくとも先進諸国
に関する限り，文化，政府の形態，経済，軍事組織，都市の態様を含め，時と場
所によっては一時的な退行現象を見せながらも，またその歩みが実に緩慢な場合
も少なくなかったが，相互に歩み寄り近似する方向を愈々強めて来た。２０世紀を
迎えると，過去半世紀間に，最高度に深刻な退行現象を何度か経験して来たとい
う事実にも拘らず，近接へのプロセスはその勢いを加速させている。政治の分野
における革命的改変と科学技術の分野における革命的進歩が，国家から国家へと
止まることなく伝播して行く中で，個別国家を今まで以上に接近させる役割を担
うとともに，近代国家が目指す技術革新に伴う産業化，都市化，政治の大衆化，
行政の近代化等の進展に見られた著しい較差を一定の範囲内に平準化する役割を
担うことによって，このプロセスの生みの親とも言うべき大役を果たしたのであ
る。この点の例証として，例えば，人文系の学問領域では，一世紀以上遡るフォ
ン・ランケ（Leopold von Ranke,１７９５―１８８６）［ドイツの歴史家。実証主義的・史料批判
的歴史学を提唱・実践し，学問としての歴史学の祖と言われる。『近世歴史家批判』（Zur Kritik
neuerer Geschichtsschreiber , １８２４年）は，近代歴史学の基礎を確立した著作として今に至るも名
高い。訳注］とトマス・マコーリー（Thomas Barbington Macaulay，１st Baron Ma-
caulay,１８００―１８５９）［進歩・退歩の二項対立的・党派的ウィッグ史観の礎と言われるイギリス
の歴史家，政治家。代表的著作『イングランド史』（The History of England ,３vols.,１８４８年）は，
歴史的正確性には多くの疑義が向けられて来たにも拘らず，今尚「物語」としての面白さから読
者が少なくない。訳注］の歴史研究の大きな差異は，１９３０年代になっても依然とし
て，マイネッケ（Friedrich Meinecke,１８６２―１９５４）［自由主義史観に立つドイツの歴史
家。１９２８年，国立歴史委員会（Historische Reichskommission）の設立と同時に会長に就任する
も，同３５年，ナチスの圧迫で解散に追い込まれた。『近代史における国家理性』（Die Idee der
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Staatsräson ,１９３２年）は夙に有名。訳注］とトレヴェリアン（George Macaulay Trevelyan,
１８７６―１９６２）［ウィッグ史観を継承するイギリスの歴史家。トマス・マコーリーは彼の大叔父に
当たる。主著に English Social History（１９４４年）がある。The Whig Interpretation of History（１９３１
年）を著した同時代の歴史家ハーバート・バターフィールド（Sir Herbert Butterfield,１９００―７９）
の批判を受け，漸次，イギリス史学界における影響力が殺がれることになる。訳注］の歴史研
究へのアプローチの差となって現われていた。しかし，現在では方法論や関心領
域の面においても，このような差異をドイツとイギリスの歴史家の間に見ること
は出来ない。ヨーロッパ諸国相互間の政治的・社会的外観や関心領域に関しても，
かつてほどの隔たりは最早存在しない。
イデオロギー上の隔たりを最も直接的に映し出す政治・社会分野における順応
性・一体性の着実な進捗は，二つの方向から齎された。２０世紀初頭以降，社会の
更なる複雑化の影響を受けた西ヨーロッパ諸国は，各国がそれまでに各々創り上
げて来た貴族主義的思考形式と自由主義的思考形式が混合した１９世紀的生成物に
対する激しい蚕蝕作用に晒されたのであるが，ソ連に関しては，革命以前のロシ
ア独自の歴史的経験もあって，そうした西ヨーロッパ的生成物が形成される前に，
政治的・社会的革命に取って代わられたのである。革命成立以降のソ連に見られ
たのは，世界の並み居る国家に伍して国家としての存立を図るという圧倒的な重
圧の下で，また，国内的には，社会の工業化，官僚化，大衆化の進展につれて，
その受容プロセスに共通する態度を兼ね備えざるを得ないという重圧の下で，当
初の過激な主張，信念，さらには手法が徐々に影を潜めて行く姿であった。この
ような重圧の下でも，長期に亘って革命的であり続けられる国家などおよそ考え
られない。アメリカもフランスもともに，かつては世界に向けての革命的メッセ
ージを携えた革命的国家であった。１９８４年までに［１９４８年に刊行されたイギリスの作
家ジョージ・オーウェル（George Orwell, １９０３―５０）の近未来小説『１９８４年』（Nineteen Eighty -
Four）に準えた年号，訳注］，アメリカの二大政党やイギリスの（終身議員資格を有
する）上院（House of Lords），或いは，『ニューヨーカー』（The New Yorker）［１９２５
年創刊のアメリカの知識人向け雑誌。訳注］や「ジョッキークラブ」（The Jockey Club）
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［１７５０年創立のイギリスの現存する名門乗馬クラブ。上流階級の社交クラブ的側面が強い。訳注］
に相当するものが，ソ連にも存在するようになると言うのは誇張に過ぎるだろ
う。＊ソ連国内の政治的，憲法的，社会的，経済的進展が，これらの進展を象徴
する生活様式の目覚しい変化や，現実政治に対応する外交手法の劇的な変化に比
べて，その速度の点で見劣りするのは否定し難い。しかしながら，東西両陣営の
社会的変化は，片や，西側諸国においては，技術官僚エリート層が先導役を務め
る階級のない「中産階層」社会に限りなく近づきつつあり，片や，共産主義的世
界認識がかつて君臨していた東側諸国においては，階級根絶の重要性にかつてほ
ど拘泥しなくなるとともに，エリート層としての技術官僚層の必要性を愈々強調
することに端的に現われている。こうした点において，最も相互に接近しつつあ
る二ヵ国がソ連とアメリカであると言っても，それほど的外れではないだろう。
これほどの変化の足跡が，しかもこれほどの短期間の間に，刻まれて来たという
事実を前にして，我々はこうした動きが，今後その速度と拡がりを増す中で，米
・ソ両国以外の諸国にも更なる変化を招来させるであろう状況の推移を，過小評
価することなく注視して行く必要がある。
イデオロギー闘争に動員可能な手段は，東西双方からの相互浸透というプロセ
スに伴って，必然的に減少して行った。国際関係の分野においては，西側自由主
義諸国に対する共産主義の黙示録的な魅力が，その頂点を迎えたスペイン市民戦
争を経て，その戦いの中から生じた幻滅によって先ず色褪せ，次いで，その魅力
＊フルシチョフ氏（Nikita Sergeyevich Khrushchev,１８９４―１９７１）［ソ連共産党第一書記
（１９５３―６４年），閣僚会議議長（首相, １９５８―６４年）。U２領空侵犯事件，キューバ危機，ベルリ
ン問題等を抱えながらも，アメリカとの平和共存路線を推進。訳注］は，１９６１年６月１５日，
ソ連首相として初めて国民向けのテレビ・ラジオ放送を行ったが，あるアメリカ人リ
ポーターはこれをローズベルト大統領（Franklin Delano Roosevelt,１８８２―１９４５）［１９３３
年から任期途中で病死する１９４５年まで４期連続で大統領に就任した。ニューディール政策で夙に有名。
訳注］の炉辺談話（fireside chats）［毎週国民向けに行ったラジオ演説。訳注］に準えた。さ
らに，翌年１２月１２日，彼は自らの炭鉱育ちの出自をケンブリッジ［イギリスの名門ケンブ
リッジ大学の所在地。訳注］で育ったようなものであると述べていた。
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を自らの手で犠牲にした独・ソ不可侵条約［第二次大戦の開戦を一年遡る１９３８年８月２３
日締結。秘密議定書で両国間の領土割譲が合意された。ヒトラー＝スターリン条約とも，モロト
フ＝リッベントロップ協定とも呼称される。訳注］の締結――その動機がどれほど道理
に適ったものであったとしても――の見返りとして，イデオロギー闘争は早くも
１９３０年代から１９４０年代にかけてその勢いが殺がれ始めていたのである。確かに，
ソ連の独・ソ戦におけるヒトラー打倒に対する貢献の結果，イデオロギー闘争が
再熱し，核兵器の存在に対する恐怖心と，ソ連が核兵器を所有しない状況下での
アメリカの独占的所有に対する懸念との狭間で，一般人の気持ちが揺れ動いてい
た時期には，イデオロギー闘争が苛烈を極めたことは間違いない。しかし，この
激しさも核保有国としてのソ連の登場，ハンガリー動乱［非スターリン化の波が東ヨ
ーロッパ諸国にも押し寄せつつあった１９５６年１０月，ハンガリーの市民，労働者，学生による反政
府・自由化要求運動が二度に亘るソ連の軍事介入を招いた事件。訳注］に対するソ連の対処
方――それが如何に道理に適った対処方だったとしても――，さらには，西側諸
国の旧植民地地域に対する独立賦与政策の準用等の新たな動きに逆らって，持ち
堪えられはしなかった。また，国内政策の面においても，イデオロギー闘争は，
アメリカのニューディール政策［１９３０年代の世界恐慌を克服するために，ローズベルト大
統領の主導権下で実施された一連の経済政策。テネシー川流域開発公社（TVA）による大規模公
共事業や民間資源保存局（CCC）による大量雇用創出などで知られる。訳注］を嚆矢とし
て，１９４５年以降，順次西側世界で規模を増幅・拡大させながら実現を図った社会
的革命の進展に伴い，その勢いを失って行った。「西側」のソ連への思想的転向
事例は，戦後，１９１７年以降の如何なる時期よりも少なくなり，況してや，マルク
ス主義への転向事例は限られたものになっている。
国家間の諸々の違いは，今後も，存在し続けるであろうし，また，その相違は
相互に最も緊密な関係を有する国家間にも存在する。しかも，そうした相違を強
調する声は依然として強い。しかし，その声音も，実態的には権力を巡る主導権
争い――多くの場合，イデオロギー闘争と誤解されているのだが――の否定し難
い継続という大音響によって一時的に掻き消されてはいるが，今や虚しくしかも
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的外れな音を立て始めている。大戦後の新たな国際的均衡状況と，東西両陣営に
おける大衆社会の出現，さらには，――ド・トクヴィル（Alexis-Charles-Henri
Clérel de Tocqueville,１８０５―１８５９）［フランスの政治家・政治思想家。第二共和制期の一時
期外相を務めたが，ナポレオン３世下の第二帝政期に政界を追われた。主著の『アメリカの民主
主義』（De la Démocratie en Amérique ,２vols.,１８３５年及び１８４０年）と『旧体制と革命』（L’Ancien
Régime et la Révolution ,１８５６年）は，現在に至るも政治学や社会学の基礎文献の位置を占める。
訳注］的用語を使うならば――無謀な政府行動に対する政治的な防波堤の役目を
果たす民主主義的社会の出現という潮流の下で，イデオロギー闘争自体，それを
燃え上がらせて来た有限の可燃物が辿るべき運命の一端を担わざるを得ない。そ
のような日が到来したならば，先進諸国の国民は，イデオロギー上の闘いが不毛
の問題に係わることだけに奉仕して来たこと，さらに，解決を求められている真
の問題が，実は，世界の先進諸国と後発諸国とを隔てている問題にあることを，
現在以上にはっきりと認識するようになるだろう。
先進国と後発国間の不均衡状況は，先進諸国間の不均衡状況と同様，１９世紀末
葉にかけて誰の目にも明らかになった。しかし，前者の不均衡状況は，１９４５年ま
でには新たな権力の安定的配分を実現した先進諸国間の不均衡状況とは異なり，
時の経過とともに，緩和されるどころか，愈々深刻度を増している。過去半世紀
間における産業・科学技術の驚異的な進歩は，２０世紀以前には限られた進展しか
示して来なかった先進諸国を一様に捕捉し，相互に影響を与え合い，吸収し合い，
その結果として，レベルアップを図って来たのに対して，後発諸国の場合には，
驚異的な進歩の上っ面に触れることぐらいしか出来なかったのである。国家間の
最大の問題は，今後，遠からず――今現在，既にそういう状況を迎えていないと
しても――，後発諸国と先進諸国間の不均衡という現実であろう。産業・科学技
術の進歩の結果，限られた分野とは言え，ある種の一体性を実現して来た世界は，
この点に関する限り，鋭く二つに分断されて来たのである。
しばしば見過ごされているのであるが，ソ連は，レーニン革命がロシアの大地
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を震撼させるかなり以前から，産業革命に着手していた。他方，ヨーロッパ的発
展段階基準を取り敢えず受け入れるとするならば，インドの西欧化は，その努力
にも拘らず，１９１７年当時のロシアよりも一世紀は遅れている。インドの社会的・
政治的・知的実相，カースト制度，さらには，家族制度――即ち，インドが現在
に至るまでに到達した経済的・科学技術的発展段階と密接な関係を有するインド
社会の外観，適応力，信仰，慣習等の複合的生成物――は，大雑把に言うならば，
スチュアート王朝（The Stuart Dynasty）［１６０３―１７１４年に至るスコットランドとの同君連
合体制下のイギリス王朝。１７０７年にスコットランドを併合し，連合王国（別称，グレート・ブリ
ティン）が成立した。訳注］期のイギリスの様相を呈している。中国，アフリカ大陸，
インドの広大な農村地帯，中南米大陸の多くの地域，その他全世界の大半の地域
は，ヨーロッパ的発展基準に従う限り，さらに遅れた地域である。発展の後進性
という概念に侮蔑的な意味合いを，ここでは持たせていないのであるが，しかし，
以下の点は，歴史的事実として認識する必要がある。現在の欧米諸国を近代初期
の欧米諸国から分け隔てているものをタイムスパンという視点から俯瞰して見た
場合，欧米諸国がこの変化過程で必要としたタイムスパンよりも，これら後進地
域が同じ変化過程を歩む際に必要とするタイムスパンの方が多少なりとも短くな
るとしても，後進地域が自らの努力をどれほど傾注しようとも，また，欧米先進
諸国からの援助がどれほど注ぎ込まれようとも，何世代にも亘ってその都度直面
した障害を乗り越えて来た欧米諸国の長い「旅路」（journey）を謂わば圧縮して
簡素化出来ると期待することには無理がある。後進地域に現在のような混乱状態
を惹起させたのは，確かに，ヨーロッパの技術や思想の流入，そして，ヨーロッ
パ的モデルの導入である。ところが，導入された後進社会は，技術や思想を生み
出したヨーロッパ社会とは経過して来た歴史を全面的に異にする社会であって，
後進地域があの長い「旅路」を全うしたいと願ったとしても，果たして全う出来
るかどうかは疑わしい。後進地域の大部分は，かつて人類の初期段階における最
初の進化過程をしるした地域であり，最初期の諸々の文明を開化させた地域でも
ある。このかつては恵まれていた気候風土こそが，皮肉にも，ヨーロッパ型社会
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の経済的，行政的，知的基準が要請する方法論や，それを実現するための労力の
傾注に対する執拗な反撥を生み出させ，それが逆に手枷足枷となって呻吟してい
るのである。こうした現状下にあって言えることは，後進地域の発展がどの方向
を志向するのであれ，今世紀は素より来るべき２１世紀においても，これらの地域
が重度の不安定状況から逃れられる見込みはないということである。１６世紀以降，
欧米諸国と欧米化を果たした諸国が通過せざるを得なかった政治的・社会的混乱
状態に限らず，その５世紀という長期間に，幾重にも層を成して徐々に形成され
た結果として，現在のヨーロッパ的構造とその堅固さを獲得したのであるが，そ
の過程で頻発した国内の権力闘争も国家間の権力闘争も，形態を変えながらも，
激しく流動的な後進地域においても繰り返さざるを得ない。近世初期と言わず時
代をさらに遡って，ローマ帝国の崩壊を出発点して，この時点から歴史が繰り返
されるとすることも不可能ではない。この場合には，インドは緩慢ながらも凋落
の過程を辿るビザンティン帝国［ローマ帝国が３９５年に東西に分割統治された後の東ロー
マ帝国。１４５３年，オスマン・トルコ帝国第７代皇帝メフメト２世（Mehmet, １４３２―１４８１）の軍
門に降り，１千年有余の歴史を閉じた。首都コンスタンティノープル（現在のイスタンブール）
は中世全期間を通して世界最大の都市であった。訳注］の役割を担い，アフリカの大地で
は，片や，部族王国相互間の血生臭い覇権争いと，片や，ヨーロッパ世界の暗黒
時代と刻印されているローマ帝国の復興を目指す奮闘努力の間で，両者の優劣を
巡る熾烈な闘いが生起しているという姿である。
以上のような蓋然性を有する状況に直面する大国諸国にとって，問われるべき
ことは，後進地域を味方に引き入れて勝利するのが，果たして共産主義なのか，
或いは，より欧米化した民主主義なのかではない。中世ヨーロッパの場合には，
ムーア人［北西アフリカ地域のベルベル人を含むイスラム教徒の総称。８世紀から１５世紀まで
断続的にイベリア半島を支配した。訳注］の勢力拡大，近世ヨーロッパの場合には，オ
スマン・トルコ帝国の強大化に直面した際の最大の問題は，各々の支配地域を越
えてイスラム教がキリスト教を席巻するのではないかという懸念だった，と我々
が考えるのも無理はない。ヨーロッパ的文化や科学技術によるこれらイスラム教
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圏のヨーロッパ化に対する反撥こそが，今やイスラム教諸国がヨーロッパから離
れ，ヨーロッパの文物を忌み嫌う最大の推進力になっている。後進地域を征服し
統治することは，第一次大戦までは，列強諸国にとって，当該地域の秩序を維持
するための政策として採用し得るものであったのみならず，第二次大戦までは，
そこから得られる果実を当てにすることも出来た。しかし，１９４５年以降になると，
列強諸国による支配と統治の非現実性が，後進地域の独立への要求のペースが速
まり，尚且つ，その要求が集団化するにつれて，愈々明らかになって来た。従っ
て，次世代に向けて問われるべきことは，むしろ，ヨーロッパの列強諸国のアジ
アとアフリカにおける地歩が既に風前の灯になりつつあり，さらに，アメリカの
モンロー主義的孤立政策の適合性が内外からの挑戦を受け始めている現今，こう
した「変化の風」が広大な領土を誇るソ連邦［ソビエト社会主義共和国連邦の略称。ロ
シアを初めとする１２の共和国で構成されていたが，１９９１年１２月の「アルマアタ宣言」（Alma-Ata
Declaration）に基づき解体，各共和国は主権国家として独立した。訳注］の圧倒的地域を占
める後進的共和国群の地に吹き荒れることになりはしないかということであろう。
他方，世界の主要国が後進地域の政治的不安定状況から隔絶した安全な場所に
身を潜め，自国に関わる事柄にのみ専念出来るかどうかということは，かりそめ
にも問われるべき問題ではない。主要国にとって，拱手傍観の姿勢に徹すること
が最も賢明な方策であるような機会が――今迄に何度か訪れたように――今後も
少なからず訪れるであろう。しかしながら，技術革新の結果，現代の世界は一体
化が加速されつつあり，その上，技術革新に伴って，地球上の実質的な距離が驚
異的に短縮されて来た現状の下では，たとえその間に先進諸国と後進地域間の不
均衡状況が一層激化して来たとしても，ある地域を他の地域から引き離して孤立
化させるのは，ある国を他の国の支配下に置くのと同様，最早現実的ではない。
このような状況下において，理性的に対処するために大国諸国がなすべきことは，
指摘するまでもなく明らかである。大国諸国が自らに課さざるを得なくなり，そ
の過程で徐々に培って来た相互協力の態勢を，後進諸国が国内に抱える様々な問
題を軽減しつつ，同時に，後進諸国間の骨肉相食む争いが齎すであろう悲惨な状
F.H. ヒンズリー『権力と平和の模索』（） 333
況を可能な限り和らげるために用いるべきであって，そのことによって生み出さ
れる剣呑さを免れた安定的な世界は大国諸国の利益にも適うはずである。
これを実現するのは容易な業ではなかろう。何故ならば，ヨーロッパ列強諸国
の国家間関係がデッドロック状態に近づきつつあった１９世紀最後の３０年間に，列
強間の主導権争奪戦が，ヨーロッパという地政上の境域を飛び越えて，新たにそ
の苛烈さを増幅させながら進行したからであり，今日再び，大国諸国がデッドロ
ック状態に陥っているという認識が，後進諸国に対する先進諸国の活動を活発化
させ拡大させているからであり，しかも，その際にはイデオロギー臭をたっぷり
と染み込ませた言葉遣いから逃れられていないからである。こうした言葉遣いが
最早時代遅れの代物であると認識し始めているにも拘らず，後進諸国に対する活
動に従事する先進諸国自身が相互に警戒し合い，相互に不信の目で眺める根拠を
見つけ出すのに，恐らく何ら困難を感じないであろう。他方，後進諸国側にして
も，仮に大国諸国が足並みを揃えて一糸乱れぬ行動を採ろうとも，彼らが大国諸
国を恐れそして信じない理由には事欠かないはずである。将来予想されるこのよ
うな困難な状況が克服される蓋然性は極めて低い。何故ならば，国家間関係を実
際に担う次世代の政治家が，例えば，１９世紀の政治家よりも賢明になっていると
信じるに足る根拠が残念ながら見当たらないからである。
しかし，同時に，次世代の政治家が１９世紀の政治家よりも賢明さの点で劣ると
信じる根拠もまた見当たらない。このことに限らず，時の経過とともに変化して
来た世界の状況の推移を考え合わせて見ると，先進諸国間の関係は，今後も，少
なくとも１９世紀と同レベルの安定性を確保する蓋然性が高いと言える。もしこの
通りに実現するならば，我々が歩んで来たこの時代は，現実には，危機的状況が
既に過ぎ去っているにも拘らず，――歴史上，幾度となく経験したことではある
が――大多数の人が自らの時代の危機に際して怨言・妄言の類いを弄した時代，
そんな危機感過多の時代として歴史に記憶されるであろう。
＜第１７章了＞
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